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１．目的・基本的方向

　独占禁止法研究会報告書（以下、「報告書」と略記）において提案されている、調査協力のインセンティブを確保すること等を目的して、事業者の調査協力の度合いに応じた課徴金を減算する等の、裁量型課徴金制度の導入に賛成する。
現行法における、一律かつ画一的な現行課徴金制度の問題点は、以前から多くの学説が指摘してきたことであり、より柔軟な算定方式に変え、より合理的な制度設計が求められていると考えられる。すなわち、より公平な制裁、違反の実態に見合った課徴金、証拠が出にくいことが理由で違反とし難い行為も、事業者・従業員等の協力を得て違反とすることを可能にすること、を目的とすべきである。
２．課徴金の法的位置づけ 
（１）課徴金制度は、独禁法違反行為によって得た不当な利得をカルテル参加事業者から国が剥奪することにより、社会的公正を確保するとともに、違反行為の抑止を図り、カルテル禁止規定の実効性を確保するためにとられる行政上の措置である（根岸哲＝舟田正之『独占禁止法概説』（有斐閣、第5版、2015年）320頁、金井貴嗣＝川濵昇＝泉水文雄編『独占禁止法』（弘文堂、第5版、2015年）499頁以下、土田和博＝栗田誠＝東條吉純＝武田邦宣『条文から学ぶ独占禁止法』（有斐閣、2014年）94頁以下等を参照）。
ただし、課徴金の具体的算定において、不当利得剥奪という趣旨を直接的に反映させる必要はなく、違反行為の抑止という観点から、課徴金金額の水準、各種の算定方法等を考慮すべきである。
機械保険連盟料率カルテル課徴金事件＝最判平成17年9月13日（民集59巻7号1950頁）も、「課徴金の額はカルテルによって実際に得られた不当な利得の額と一致しなければならないものではない」と判示しているところである。
（２）また、報告書は、現行法における一律かつ画一的な算定方式の欠陥ないし問題に対処するために、新たに公正取引委員会（以下、「公取委」と略記）に対し、一定範囲における課徴金算定に関する裁量を与える提案を行っている。
独禁法上の課徴金と憲法上の二重処罰の禁止（憲法39条）との関係については、既に判例・学説が数多く展開されており、課徴金が刑事罰と実質的に同一・同質なものではないこと、また、刑事罰との併科により全体として罪刑均衡原則又は比例原則に反することとならないことが、制度上確保されている限り、違憲の問題は生じないと考えられている（報告書、第3、1、(2)ウ参照）。公取委に対し一定の裁量を認めるとしても、上記の2点に関し制度上明確に限定されていれば、二重処罰等の憲法上の疑義は生じないと考えられる。
より広く、適正手続の観点（憲法31条）、また国民の財産権に対する不当な侵害とならないかという観点（憲法29条）については、憲法学者の意見にあるように、公取委が課徴金納付命令の発出に際し、どのような考慮要素について，どのように考え，それがどの程度金額に反映されるかといった判断過程を法令やガイドライン等で明らかにし，裁判所が公取委の判断過程をトレースできるようにし，それを外れた場合の裁量権の逸脱・濫用がないか審査することができるようにすることが重要であり、この観点から、課徴金額の水準、課徴金の算定に係る考慮要素、公取委の裁量の範囲等を適正に制度化することが求められる。
３．調査妨害に対する制裁の強化
報告書は、調査協力インセンティブを高める制度とともに、調査を妨害するディスインセンティブを確保する仕組みを，次のように提案している。
　①調査妨害に対する課徴金の加算制度

　②検査妨害等の罪に関する罰金額の引き上げ
　③調査妨害行為に対する行政制裁金の新設
　このうち、②検査妨害等の罪は、これまで要件が狭く解されてきたこともあって機能していない。そこで、上記の①、③についても積極的に検討すべきであろう。
４．弁護士依頼者間秘匿特権
弁護士依頼者間秘匿特権に関しては、独占禁止法に限らず法制度全般について、一般論としては、積極的にその導入を検討すべきであると考えられる。
しかし、報告書に述べられている諸要素、特に、公取委の実態解明機能を阻害するという点は重要である。また、これまでも弁護士が事業者に対し違反行為を隠すように指導した例があり、秘匿特権が認められた場合、これを濫用するおそれがあると思われる。日本においては、弁護士倫理に反する行為を行った弁護士に対する制裁のシステムが十分整備され機能していないと考えられ、まずこの点を是正する試みが具体的に検討されるべきである。
上の点は、さきの内閣府「独占禁止法審査手続についての懇談会」報告書（2014年）でも指摘されており、そこで示された「懸念や疑問点」が依然として残されていると考えられる。
これに対し、手続保障のみ切り出して、抽象的な秘匿特権の認知により国際的なハーモナイゼーションを図るべきとの考えが見られる。しかし，手続保障の必要性の前提となる日本の独禁法違反事件審査の過程における事業者側の審査に対する対応、および、公取委と事業者の関係の具体的実態について、調査妨害に対する制裁が弱い等の例が端的に示しているように、公取委の実態解明機能を十分発揮できるような実態にはなっていないと考えられる。秘匿特権の主張は、こうした日本の現実の制度および実態とのバランスを欠くものであり，前述の「懸念や疑問点」を含め，日本の法制度全体として検討すべきと考えられる。
５．新制度の下での手続保障

　調査・処分の相手方の手続保障について、報告書が述べている総論（14(1)）、事前手続(14(2))、供述聴取手続における防御権（14(4)）については、いずれも賛成である。

　特に、供述聴取手続に関しては、前記の審査手続懇談会の成果として、次の2点が挙げられる。
１．供述聴取についての苦情申立の制度を創設
２．「独占禁止法審査手続に関する指針」の策定・実施
　これらが措置されて1年半が経過し、この間、抑圧的ないし不当な供述聴取が行われたことはないようであり、供述聴取手続における防御権は十分措置されたと考えられる。
